
　　 eq \o\ac(◯,非)様式第１号（その３）

　　　（明　細）
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記載要領

１　販売費、一般管理費及び営業外費用欄は、その内訳を記載し、それぞれ金額を該当欄に記載してください。

なお、課税事業及び非課税事業兼用で使用している事業用固定資産の売却損（売却費用を含む。）、支払利息等は共通経費としてください。

２　販売費、一般管理費及び営業外費用欄の記載にあたっては、総経費のうち、課税部門であるか、非課税部門であるか、明らかなものについては専属経費欄に記載し、明らかでないものについては共通経費欄に記載してください。この場合において、共通経費の課税部門と非課税部門との区分については、様式第１号（その１）④欄の売上総利益構成比（荒利益構成比）の按分基準によってください。

なお、区分するにあたっては、各科目を十分検討し、できるかぎり最も妥当な按分基準で専属損益を抽出してください。

３　専属経費とは、課税部門及び非課税部門に専属して発生する販売費、一般管理費及び営業外費用（共通して発生するもののうち、最も妥当な按分基準で専属を算出することができるものを含む。）をいうものです。

４　共通経費とは、課税部門及び非課税部門に共通して発生する販売費、一般管理費及び営業外費用をいうものです。

５　申告調整欄には、それぞれ法人税法施行規則様式別表４の加算・減算項目の内訳と総額欄の金額を記載してください。

６　「法人税の所得金額と異なる金額」欄の記載は、第６号様式別表５記載の手引の加算・減算項目に係る箇所を参考にしてください。

７　損益を課税部門及び非課税部門に計上するにあたっては、費用と収益が対応するよう十分留意してください。

